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「継続企業の前提に関する注記」の記載解消に関するお知らせ 
 
当社は、本日付けで別途開示いたしました「2022年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)」において

「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 

 

当社は、新型コロナウイルス感染症拡大による多大な影響を受け、2022年３月期において営業損失

2,108百万円、当期純損失2,469百万円を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事

象及び状況が存在しております。しかしながら、このような先行き不透明な経営環境に備えた財務安

定化に向け、第三者割当増資による46億円の資金調達及び、株式会社日本政策投資銀行から30億円の

資本性劣後ローンによる資金調達を行いました。これに加え、各金融機関との間で、2023年３月まで

既存借入に関する貸付元本の返済猶予について合意していることから、当面の間の運転資金および

投資資金において、資金繰りに重要な懸念はないと判断しております。以上より、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象及び状況は引き続き存在するものの、重要な不確実性は認めら

れないものと判断して、「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消いたしました。 

 

当社は、当該事象及び状況の早期解消に向け、これまで40年かけて構築してまいりました経営基盤

やブランドをもとに、アフターコロナにおける顧客体験価値の最大化を実現するため、積極的な設備

投資や人材育成を行い、３ヵ年の中期経営計画において早期の黒字化と利益最大化を実現してまい

ります。 

詳細は、本日公表の「新中期経営計画策定のお知らせ」をご覧ください。 

 

ステークホルダーの皆様には、多大なるご心配をおかけいたしましたが、今後更なる成長を果たす

べく努めてまいりますので、今後もご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

 

以上 


